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司法判断からみるハンセン病問題
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要旨
　この国で類を見ない人権侵害を継続し続けたハンセン病（らい）問題については、司法判断までの経
緯や当事者（ハンセン病回復者）らの考え方について、似た分類に入る他の訴訟との相違点を感じる部
分が多い。この素朴な疑問を解決するためには、戦後の現行憲法下のらい法制と、当初から強制隔離の
対象となった療養所入所者の生活状況、そして、らい法制を含むわが国の国民の生活保障を担う社会保
障法制について、一連のらい法制を旧来の保護と考えるか、侵害法制と考えるか、あるいは給付法制と
考えるか、それら各法制を時代別相互に確認する必要がある。同時に、戦後に再形成されるハンセン病
患者らへの社会的排除と、社会保障法制下の制度的排除が生じる原因の解明も必要となる。本稿は、戦
後の時代背景を捉え、らい法制と社会保障法制の変遷も確認し、行政・立法、そしてハンセン病患者らが、
戦後のらい法制を、その時代、その時代にどのように捉えていたかを司法判断を参考にし先の疑問の解
明を試みる。
キーワード：らい法制、治療可能な時代、ジレンマの時代、医学水準、行政裁量・立法裁量
1．はじめに
　わが国のらい予防法などらい法制 1）は、ハンセン病（らい）患者らに対して強制的にハ
ンセン病（らい）療養所 2）に入所させるという人権侵害を、長年にわたり継続してきた。
それに対して熊本地方裁判所は、平成 13 年 5 月 11 日、わが国の行政・立法がらい法制を継
続し、その下で隔離政策を継続してきたことを違法と判断した。このハンセン病国家賠償訴
訟判決 3）は非常に印象に残る判決であった（なお、患者の「家族」らは、平成 28 年 2 月 15
日と平成 28 年 3 月 29 日に分かれて熊本地裁にハンセン病国家賠償訴訟を提訴した。本稿で
はこれら家族訴訟を「第二次訴訟」と示すので、ハンセン病国家賠償訴訟判決は、以下、原
則として「熊本地裁第一次訴訟判決」と示す）。
　熊本地裁第一次訴訟判決は、過去のらい法制にかかわる行政裁量（適切な医学水準
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の把握
の不適切さや法改廃へにむけて内閣提出案不提出などの不作為）を違法とし、また、行政裁
量よりも幅広いとされるらい法制の改廃にかかわる立法裁量も違法とし、患者であった者ら
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の人間回復に大きな役割を果たすことになった。
　ところで、わが国の過去の行政訴訟における司法判断は、行政裁量・立法裁量とも幅広く
認めてきた。その点、熊本地裁第一次訴訟判決は、行政裁量・立法裁量よりもハンセン病患
者であった者らに対する違法な侵害（過去に生存権訴訟で争われてきた給付基準の問題とは
異なる）の方が大きいと判断し、インパクトが大きな判決になった。
　ハンセン病問題における司法判断では、らい法制に対する「侵害」面と「給付」面からみ
る行政裁量・立法裁量の否定にある。しかし判決から時間を経ると、この判決以外のハンセ
ン病の問題に対する興味が深まる。たとえば、ハンセン病療養所入所者であった者 4）、つま
り、らい法制が適用された者のすべてが原告とならなかったこと
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（消極的であった者も目立
った）に他の訴訟との温度差を感じた。あるいは、療養所入所者の間、また入所者と退所者
との間でも、長年のらい法制の違憲・違法を法廷闘争に持ち込むことに温度差が生じていた
と感じた。療養所入所者らには、らい法制に対する解釈や運用の捉え方に違いがあったこと
になる。さらには、らい法制に深く関与してきたとされる長島愛生園初代園長・光田健輔 5）
の評価も、療養所入所者をはじめ各人に大きな違いがあった。
　司法判断にも、また当事者らの考え方も、他の訴訟（侵害・給付関係の訴訟）との相違点
を感じることが多くなり、疑問もさらに深まる。これら疑問を解決するためには、少なくて
も戦後の現行憲法下のらい法制と、強制隔離の対象となった療養所入所者のその時代、その
時代の生活状況、そして、らい法制を含むわが国の国民の生活保障を担う社会保障法制（本
稿は、らい法制を旧来の保護
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と捉えるか、侵害
4 4
法制と捉えるか、あるいは給付
4 4
法制と捉える
かの検討も試みる）の発展を、時代別に相互に確認する必要があると考えた。同時に、戦後
に再形成されるハンセン病患者らへの社会的排除と、特に社会保障法制下の制度的排除が生
じた原因の解明も必要と考えた。
　そこで本稿は、極力、療養所入所者の目線となりつつも戦後の時代背景を捉え、らい法制
と社会保障法制の変遷を確認し、ハンセン病（らい）患者らが、戦後のらい法制の位置付け
を、その時代、その時代にどのように捉えていたかを、司法判断などを参考にしつつもアプ
ローチして検討を試みることを目的とした。
　なお、熊本地裁第一次訴訟判決後の新たな文献は、らい法制に対しての告発的・批判的な
ものが多い。らい法制とそれにかかわった者の評価は、ハンセン病問題に関する検証会議に
よる『ハンセン病問題に関する検証会議最終報告書』（財団法人日弁連法務研究財団 2005）
にみられるごとく検証が行われた。後の告発的・批判的な検証は、熊本地裁第一次訴訟判決
と、この『ハンセン病問題に関する検証会議最終報告書』を前提としている。しかし、ハン
セン病患者であったにもかかわらず、原告とならなかった者
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によるらい法制の評価とらい法
制の下での医療者の評価（患者らの医療者への評価と、らい法制の下で医療に従事した医療
者自身による評価）が加わらなければ、その当時に患者であった者の共通の評価に思うよう
にアプローチできない。それら共通の評価こそが必要であり、「治療可能な時代」になって
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も依然として一般の社会における生活環境が整わないなかで、ハンセン病患者らが、不本意
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でもらい法制をどの時期まで必要とし
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、受け入れざるを得なかったのか
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、いつかららい法制
4 4 4 4 4 4 4 4
を不要としていたのか
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、これらを確認することにより、本来的ならい法制にかかわる行政裁
量と立法裁量（それらを肯定するものではない）の関係に、少しでもアプローチできると考
えたのである。
　熊本地裁第一次訴訟判決により、患者であった者の被害に対する賠償など法的な問題は一
応の決着がつく。しかし、戦後のらい法制の推移については、プロミン治療が開始された昭
和 20 年代、そして昭和 30 年代のわが国の医学水準 6）を根拠とした行政裁量とその延長に
ある立法裁量の問題が完全に解明されているとは考え難い部分がある。たとえ不本意であり、
また、違法と判断されても、なぜ、わが国がらい法制が継続してきたのか、それらを探るこ
とも必要である。ちなみに、熊本地裁第一次訴訟判決は、ハンセン病の後遺症の有無や年齢
など療養所入所者の立場に相違が生じる昭和 35 年（原告に対する賠償の対象）と、昭和 40
年（らい法制の改廃）を意識した判決になっている。ここにタイムラグが存在していること
も、もちろん留意事項になる。
　また、熊本地裁第一次訴訟判決が被告である国の違法な行為（不作為を含む）を認めた昭
和 30 年代とは、ハンセン病治療は完全とされていない様子もあり、加えて、ハンセン病が
寛解状態であった者の一般の社会における「受け皿」が整備されていない時代であったと推
察する。患者らが、この時代からさらに継続されるらい法制をいかに捉えていたかを考えつ
つ、わが国のハンセン病に対する共通の問題点を明らかにすることも必要になる。
　なお、本稿では、わが国でハンセン病治療に対するプロミン治療による治らい効果が確認
された昭和 23 年以前を「不治の時代」とし、プロミン治療開始後を「治療可能な時代」と
位置づける。また、治らい効果が確認され社会復帰者も増加したが、再発・再燃例が目立っ
た昭和 30 年代を「ジレンマの時代」と位置づける。そして、本来ならば昭和 40 年代と 50
年代を分けて考えなくてはならないが、ハンセン病治療についてのリファンピシンの治らい
効果確認後と、その後の多剤併用療法開始後を「根治の時代」と位置づけ、らい法制の変遷
過程と解釈の変化、また、らい法制の社会保障法制下での位置付を確認する。
2．訴訟からみるハンセン病問題―熊本地裁第一次訴訟判決―
　ハンセン病（らい）患者であった人々、そして入所者・退所者を問わずにらい法制の対象
となった人々に対するらい法制を根拠にした「公権力の行使」とは、それらの人々の人生に
対して大きな影響を与えた。「不治の時代」「治療可能な時代」「ジレンマの時代」そして「根
治の時代」におけるらい法制について、熊本地裁第一次訴訟判決は、「昭和三五年以降（国
家賠償の対象）」「昭和四〇年以降（遅くても、らい予防法を改廃）」とタイムラグを示しつ
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つも、らい法制による患者隔離が不必要であったということ、それに対しての行政と立法の
不作為などについて、被告である国に対して国家賠償責任を認める内容となった。
　ここより、ハンセン病が「慢性感染症」であることが判明し、感染力が確実に微弱である
ということも判明し、さらに確実な治療薬（プロミンから始まる、各種の治らい薬）が存在
する時代に、それでもなぜ被告である国はらい法制を継続したのかを検討する。
　もちろん本稿は、当時からのらい法制にかかわる行政・立法の不作為を擁護するつもりは
ない。あくまでも、「ジレンマの時代」と位置づける昭和 30 年代に、被告である国がらい予
防法の改廃を行わなかったという不作為が、積極的なもの（不作為という作為）であったの
か、あるいは消極的なもの（いわば、事なかれ）であったのかを念頭に置き、それら不作為
の内容も考えるのである。
　ちなみに、熊本地裁第一次訴訟判決は、らい法制による患者の隔離被害、患者に対する偏
見の助長などに対し、原告側の「請求一部認容」の形で「厚生大臣のハンセン病政策遂行上
の違法及び故意・過失の有無」「国会議員の立法行為の国家賠償法上の違法及び故意・過失
の有無」などの争点について以下のように判断した（抜粋）7）。
①　厚生省の隔離政策の遂行などについて、
　「新法（筆者註：らい予防法）第六条の『らいを伝染させるおそれがある患者』の解
釈についても、ハンセン病と診断されると『伝染させるおそれ』がないと判断される未
治療の患者はいないといわれるほど極めて広義に解釈され……入所者の退所についても、
極めて厳格な運用がされており、最も軽快退所者の多かった昭和三五年でも、その年の
軽快退所者数二一六人の入所者数一万〇六四五人に対する割合は二パーセントに過ぎず、
……患者の隔離は、患者に対し、継続的で極めて重大な人権の制限を強いるものである
から、すべての個人に対して侵すことのできない永久の権利として基本的人権を保障し、
これを公共の福祉に反しない限り国政の上で最大限に尊重することを要求する現憲法の
下において、その実施をするに当たっては、最大限の慎重さをもって臨むべき（もので
ある）。（カッコ内筆者）」
②　隔離の必要性の有無について、
　「ハンセン病は、感染し発病に至るおそれが極めて低い病気であって……新法制定当
時のハンセン病の蔓延状況は、もはや深刻なものではなくなっていた……昭和二四年以
降、プロミンが我が国の療養所で広く普及するようになり、……戦前から、隔離を限定
的に行おうとする考え方が随所に現れていたこと、特に、患者を伝染性患者と非伝染性
患者に分け前者のみを隔離の対象とすべきことは……少なくても、病型による伝染力の
強弱のいかんに問わずほとんどすべてのハンセン病患者を対象としなければならないほ
どの隔離の必要性は見いだし得ないとうべきである……スルフォン剤治療による再発の
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頻度が少しずつ明らかになっていた……ますますスルフォン剤の評価が確実なものにな
っていた……昭和三一年のローマ会議……国際会議においてはハンセン病に関する特別
法の廃止が繰り返し提唱されるに至っていた……スルフォン剤の登場以降、我が国にお
いて進行性の重症患者が激減して……昭和三〇年に四一二人であった新発見患者が、昭
和三五年には二五六人となり、新発見患者数に顕著な減少がみられた……昭和三〇年代
の再発の問題がスルフォン剤の評価を根本的に見直さなければならないようなものであ
ったとは認められない。」
③　違法性及び過失の検討について、
　「遅くとも昭和三五年以降においては、すべての入所者及びハンセン病患者について
隔離の必要性が失われていたというべきであるから、厚生省としては、その時点におい
て、新法の改廃に向けた諸手続を進めることを含む隔離政策の抜本的な変換をする必要
があったというべきである……京都大学だけという医療体制の下で、入院治療を必要と
する患者は、事実上、療養所に入所せざるを得ず、また、療養所にとどまる得ない状況
に置かれていた……抗ハンセン病薬が保険診療で正規に使用できる医薬品に含まれてい
なかったことなどの制度的欠陥によることが大きかったのであるから、厚生省としては、
このような療養所外でのハンセン病医療を妨げる制度的欠陥を取り除くための相当な措
置を採るべきであった……このような先行的な事実関係の下で、社会に存在する差別・
偏見がハンセン病患者及び元患者に多大な苦痛を与え続け、入所者の社会復帰を妨げる
大きな要因にもなっていること、また、その偏見・差別は、伝染のおそれがある患者を
隔離するという政策を標榜し続ける以上、根本的には解決されない……ハンセン病が恐
ろしい伝染病でありハンセン病患者は隔離されるべき危険な存在であるとの社会認識を
放置した（厚生大臣は、昭和三五年当時）ハンセン病患者又は元患者に対する差別・偏
見の状況についても、容易に把握可能であった。（カッコ内筆者）」
④　新法（らい予防法）の違憲性について、
　「新法は、ハンセン病を予防するとともに、ハンセン病患者の医療を行い、併せてそ
の福祉を図り、もって公共の福祉の増進を図ることを目的として制定された法律である
が、……（新法六条は）ハンセン病を伝染させるおそれがある患者について、ハンセン
病予防上必要があると認められる場合に限り、当該患者を療養所に入所させることとし
……重篤な伝染性疾患であるハンセン病を患者の隔離によって予防しようとする新法の
目的・趣旨からすれば、伝染させるおそれがある患者についてハンセン病予防上必要が
あると認められる場合に、都道府県知事にこれらの措置を採る権限を行使しない裁量が
与えられているものとは解されず、これらの措置を採って患者を入所させるべきことが
義務付けられているものと解される……患者の隔離がもたらす影響の重大性をかんがみ
－ 58 －
れば、これを認めるには最大限の慎重さをもって臨むべきであり、伝染予防のために患
者の隔離以外に適当な方法がない場合でなければならず、しかも、極めて限られた特殊
な疾病にのみ許される……我が国のハンセン病の蔓延状況、ハンセン病に著効を示すプ
ロミンの登場によって、ハンセン病が十分に治療が可能な病気となり、不治の悲惨な病
気であるとの観念はもはや妥当しなくなっていた……スルフォン剤の登場以降、我が国
において進行性の重症患者が激減していたこと、昭和三〇年から昭和三五年にかけても
新発見患者数の顕著な減少がみられた」「遅くても昭和三五年には、新法の隔離規定は、
その合理性を支える根拠を全く欠く状況に至っており、その違法性は明白になっていた
というべきである。（カッコ内筆者）」
⑤　立法行為の国家賠償法上の違法性及び故意・過失の有無について、
　「新法の隔離規定は、少数者であるハンセン病患者の犠牲の下に、多数者である一般
国民の利益を擁護しようとするものであり、その適否を多数決原理にゆだねることは、
もともと少数者の人権保障を脅かしかねない危険性が内在されている……新法の隔離規
定が存続することによる人権侵害の重大性とこれに対する司法的救済の必要性にかんが
みれば、他にはおよそ想定し難いような極めて特殊で例外的な場合として、遅くとも昭
和四〇年以降に新法の隔離規定を改廃しなかった国会議員の立法上の不作為につき、国
家賠償法上の違法性を認めるのが相当である……被告（国）は、新法廃止とともに、そ
れまでの入所者の処遇の水準を維持することを保障する法律を制定することは、社会福
祉立法をすることになるが、社会福祉立法は、その時々の財政状況、社会状況、他の疾
病に対する施策との均衡等の様々な事項を総合的に考慮しなければならない問題であっ
て、高度の立法裁量の問題と不可分であることを指摘する。確かに、新法の隔離規定を
改廃した場合には、新法全体が見直される可能性も高いであろうし、その場合に入所者
にいかなる処遇を与えるかの問題も生じるであろうが、これは、新法が廃止された時に
考慮すべき別の立法政策上ないし立法技術上の問題であり……新法の隔離規定のみを削
除することによって、福祉的規定が残ることになったとしても、それは、あくまでも反
射的な結果に過ぎず、新たな社会福祉立法を行うのと同視するのは明らかに論理の飛躍
である。……違憲・違法な人権侵害があっても、それが福祉的措置となったり、その人
権侵害に対する福祉的措置が採られれば、右人権侵害が許容されるものとなるものでは
ないことは当然である。（カッコ内筆者）」
　熊本地裁第一次訴訟判決では、積極的に行政と立法の不作為を認めたが、それらに対して
評価する研究者の論考は多数ある 8）。なお、熊本地裁は長年のらい法制の存続など昭和三五
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年に違憲性は明白
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という表現を使用しながらも違憲性と違法性を区別
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し、国家賠償法上の違
法判決で解決を図ることになる 9）。
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　さて、この判決を再整理するならば、本稿の目的からは以下のことが指摘できる。
　第一に、戦前から継続してきたハンセン病（らい）に対する政策を大きく転換できなかっ
た原因は、「行政（厚生省）の不作為」にあるとする。つまり、らい法制の下で厚生省がハ
ンセン病にかかわる行政を機能していても、厚生省のイニシァティブの欠缺が政策の抜本的
改革の懈怠の内容を構成した 10）。
　第二に、厚生省は、時代別にみたらい法制の適切な解釈（結果としては、それによる改廃）
を積極的に行わなかった。つまり、昭和 30 年代以降は、厚生省は、らい法制による不必要
な隔離の執行を継続した
4 4 4 4
というよりも、厚生省が不必要な隔離政策を転換しなかった
4 4 4 4 4 4 4
ことに
責任があるとする。
　第三に、立法（らい法制の改廃）との関係を考えれば、厚生省がハンセン病に対しての的
確な医学水準の把握が可能であったことにより、厚生大臣が主導して内閣提出案によりその
時代のらい法制を改廃する必要性11）もあったする。つまり、厚生省に求められる専門性とは、
政策遂行のためにもその時代におけるハンセン病（感染力と治療方法）の適切な医学水準の
把握などであり、熊本地裁は最終的には憲法判断を回避しつつも、厚生省はそれを容易に把
握でき立法に訴える（適切な把握の結果、療養所入所者の退所規定の作成、療養所外での医
療保障の確保、差別・偏見の除去については、厚生省の責務から立法へとつながる）ことが
必要であったとする。また、らい法制下であっても、すべての患者を隔離する裁量ではなく、
やむを得ず隔離を必要とする患者の状態を把握する専門性を狭く認めている。
　一方、らい法制の改廃についての立法行為については、いわばらい予防法が存在した状態
でその改正を必要としたのか、廃止を必要としたのか、既存のらい予防法では解決できない
ものや改廃の結果、何らかの新法を必要とするのかの観点からこの判決にアプローチできる
と考える。裁判所は「小樽在宅投票制度廃止事件最高裁判決」12）を引用し立法行為を政治
的責任とした事例を示しつつも、それでも、らい予防法は医学的知見の変遷などにより改正
を予定しているものと解釈する。そして「遅くとも昭和四〇年以降に新法の隔離規定を改廃
しなかった国会議員の立法上の不作為につき、国家賠償法上の違法性を認めるのが相当であ
る」と示している。
　なお、この立法の不作為を違法としたことについては、石森は「作り出した危険（権利侵
害＋社会の偏見）が自己起因によるため、危険除去のための作為義務の内容が社会の偏見の
除去にまで及び、その除去のためには『政策の抜本的変革』」を必要とし、「『らい予防法の
廃止』はその中身の一つに過ぎない。」13）とし、らい予防法の改廃に対する立法の不作為を
違法としたことを評価している。
　熊本地裁第一次訴訟判決は、らい予防法（新法）施行は昭和 28 年であるが昭和 35 年以降
を原告が被った損害賠償期間と算定し、損害額については 4 段階で算定した 14）。ハンセン
病法制の歴史をひもとき、ハンセン病に対する医学水準と行政・立法の不作為について相当
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に踏み込んだ判決となり、時の小泉内閣は、平成 13 年 5 月 25 日に控訴の断念を決断し
た 15）。もっとも政府声明では、熊本地裁が立法の不作為に対する法的責任を広範に認めた
ことや、損害賠償権は 20 年の経過で消滅する（民法第七百二十四条後段）ことを 40 年間の
賠償を認めた（熊本地裁が、昭和 35 年以降の賠償を認めた）ことについての法律上の問題
点を主張しつつも、控訴を断念する形で政治的決着を図った 16）
　本稿は、ハンセン病問題にかかわる違憲・違法についての論考や排斥期間などについての
判例研究を直接の目的とはしていないので、これ以上の詳細には触れない。ただし、現行憲
法下でらい法制を継続させるという行政と立法の不作為が、患者や家族らの社会的・制度的
排除を継続させ、一時期はこの問題を風化させ、ハンセン病回復者の人間回復への道程を遠
ざけたことを認めた判決となったということを指摘しておく。
　熊本地裁第一次訴訟判決は、ときに立法とは、少数の者の排除を助長しその排除を固定化
させてしまう道具となる可能性を持つことを示しているのである。
3．訴訟からみるハンセン病問題―ハンセン病国家賠償第二次訴訟―
　らい予防法を根拠とした当時のハンセン病患者に対する長年の隔離政策の継続は、ハンセ
ン病患者（在宅患者や回復者などの退所者も含む）のみならず、それら家族も差別・偏見の
対象とすることを助長する役割もあった。そこで、長年のらい予防法の存続は、患者の家族
らに対する長年の差別・偏見の原因になったことを理由に、患者の家族らは熊本地裁にいわ
ゆるハンセン病国家賠償（第二次）訴訟を提訴した。この第二次訴訟は、第一陣（平成 28
年 2 月 15 日）と第二陣（平成 28 年 3 月 29 日）に分かれての提訴となる。らい予防法が廃
止されて 20 年を経る平成 28 年 3 月末の排斥期間が過ぎるまでの訴訟提訴となったが、平成
28 年 3 月 29 日段階で、集団訴訟の原告は双方あわせて全国で 568 人（23 歳から 96 歳まで
の男女）の規模になったとされる 17）。
　なお、第二次訴訟の原告の最高年齢が96歳ということなど高年齢者層のことを考慮すれば、
提訴までに原告適格を持つ者の死亡も考えられたので、この家族らの訴訟も第一次訴訟と同
時進行ないしは第一次訴訟判決確定直後の提訴があってもよいと思われる。しかし、第二次
訴訟原告らには、ハンセン病問題を風化させたくないという思いも強かったのであろうか、
平成 28 年 3 月末の排斥期間が過ぎる直前の提訴となった。
　らい法制は、表現を修正しつつも患者ではない「家族」も対象にしてきた。たとえば、「『ら
い予防法』に関する付帯決議」（昭和二十八年八月十五日公布）「らい予防法の一部を改正す
る法律」（昭和二十九年法律第七十七号）を受けての「らい予防法」は、「親族の福祉」につ
いてその第二十一条で「親族の援護」と改め、療養所入所者ではない親族についても、他の
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法律による援助を優先しつつも生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）と同等の経済
援助を定めていたことが一例となる。つまり、直接、親族もらい法制の対象にされていた
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時
代が継続したのである。
　生活保護法の代替物としてのらい法制について、親族の経済保障面を中心に整理すると、「親
族の稼働などによる経済的な自立（軍人恩給や被用者年金受給も含む）→生活保護法を除く
福祉施策の利用（生活保護法・らい予防法によるもの以上の限度額の扶助が利用できている
場合）→らい予防法第二十一条による親族の援護（なお、当時の未感染児童の扱いを受けた
場合は第二十二条）の適用 18）」となる。
　いわば、らい法制をセーフティネットとする社会保障法制内での施策を創り上げていたこ
とになる。このことは、憲法二十五条を具体化した生存権のセーフティネットである生活保
護法の適用というよりも、何かとらい法制を優先させるという歪な経済保障であることを示
すことになる。確かに生活保護法第四条（保護の補足性の原理）がある以上、らい法制を優
先して法制上は問題がなかったことになる。
　なお、先の第二次訴訟についての筆者の注目は以下のようになる。
　第一に、「患者の親族」についても生存権のセーフティネットがらい法制とされたという、
いわば患者ではない親族
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も制度的排除の可能性があった（最終的には、精神的な損害も大き
かったとものと思われる）事実を、第二次訴訟では、裁判所側がいかに捉えるかに注目する。
もちろん、療養所に入所していない一部の患者の親族にも社会的にも制度的にも影響があっ
たと考えられる。それ以前からのハンセン病に対する「宗教的迷信」やハンセン病の「遺伝
説」などが存在し、後に、わが国はハンセン病をらい法制で「恐ろしい伝染病」とする。結
局は、わが国は、ハンセン病に対する血筋まがいなどとの差別・偏見を法制面では「恐ろし
い伝染病」と形を変えただけで、国側がそれらを差別・偏見を是正しようとしなかった
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こと
は、熊本地裁第一次訴訟判決は違法と判断した 19）。つまり、是正がなかったための家族被
害の発生はいうまでもない。また、親族の援護も「申請」が原則であった以上、その状況下
で申請が難しかったことも言うまでもなかろう。
　第二に、損害対象になるはずの親族が第二次訴訟提訴前に死亡していた場合は、らい法制
による差別・偏見などに対する国家賠償請求である以上、当然にその死亡した親族も生前で
あれば原告適格があったことになる。しかし、仮にその対象者が存在するならば、どの期間
のものについてどの範囲まで対象として遺族に国家賠償求償を認めるかに注目している。
　第三に、第一次訴訟が確定している以上、第二次訴訟の提訴段階では一律の損害賠償額請
求といいつつも、第一次訴訟で示された昭和 35 年代以降（ないしは昭和 40 年以降）を親族
の被害があった期間とするか、現行憲法の下での被害をすべてと捉えるか（なお、第一次訴
訟では、原告は新法制定以前の旧法時代から現行憲法違反と主張した）など、その論及と裁
判所側り判断に注目している。
　第四に、療養所退所者や、一部の在宅患者などその範囲の適正さに議論もあろうが 20）、
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それら家族をどのように捉えるかにも注目している。当時の「神経らい」などの少菌型につ
いての感染はほとんどないとされ、光田健輔も戦後にその該当者に療養所退所を進めるなど、
戦後は強制隔離を絶対とは考えていなかった様子がある 21）。あるいは経験則上、ほぼ感染
がないことを周囲の者も理解していたことが考えられるが、これらのことも含めて親族の被
害を一律に捉えて良いかということも注目に値する。他方、らい法制が助長した差別・偏見
も存在し被害を主張する者が存在することは当然として、たとえば、その被害を必要以上に
考えない療養所入所者や親族も存在するであろう。これらの者は、熊本地裁第一次訴訟判決
の場合には、後の立法により原告とならなかった者もハンセン病療養所退所者給与金、ハン
セン病療養所非入所者給与金（ハンセン病問題の解決の促進に関する法律、平成二十年六月
十八日法律第八十二号、第十五条）の対象とされたが、第二次訴訟後に同様の措置をとるの
かにも注目する。
　様々な経緯のなか、ハンセン病を誤って遺伝病とする情報を何らかの方法で払拭する目的
の存否は不明であるし、その手法が許されるものでないが、「治療可能な時代」になり、光
田らが意図的に「強力な伝染病」ということを唱えた傾向があることはやはり留意事項にな
る 22）。また、戦後の療養所運営問題としては、らい予防法という特別法に依存し、療養所
存続のための予算獲得を意図した傾向もあるように思われる。
　戦後のわが国が、「治療可能な時代」のらい法制を、患者の排除のために意図的に継続し
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た
4
のか、らい法制をたとえ悪法と理解しつつも時代の変遷にあわせた的確な代替政策を創造
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できなかった
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のか（法改正を行うなら立法事項となり、改正の有無を問わずその時のらい法
制の枠内で運用をすすめたならば行政の判断になる）、熊本地裁第一次訴訟判決とは異なり、
それらの要因をより明確にすることは難解なことなのである。
　ただし、裁判を通して光田らの手法の評価はできなくても、当時、なぜ、あえてそのよう
な手法をとったかを探ることは、過去のわが国がハンセン病問題を光田らに依存し、行政・
立法が不作為を継続したことの要因を探求することになろう。少なくても、戦後のわが国の
ハンセン病対策についての行政の不作為の連鎖は、その時代に、らい法制下で療養所入所者
やそれら家族らにも、差別・偏見などの形で与えた影響も大きく、第一次訴訟に引き続き第
二次訴訟にも影響を与えることになると考えている。
4．司法判断としてのハンセン病問題―特別法廷―
　第二次訴訟提訴とほぼ時期が重なるが、最高裁は平成 28 年 4 月 25 日に過去のハンセン病
患者に対しての「特別法廷」について「ハンセン病を理由とする開廷場所指定に関する調査
報告書」との報告書を公表した 23）。
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　特別法廷とは、裁判所法第六十九条第一項に「法廷は、裁判所又は支部でこれを開く。」
としつつも、同法第 2項に定められた「最高裁判所は、必要と認めるときは、前項の規定に
かかわらず、他の場所で法廷を開き、又はその指定する他の場所で下級裁判所に法廷を開か
せることができる。」を適用するものである。これは、最高裁が必要と認める場合について、
本来の訴訟手続きの例外規定を使用する法廷であるが、当時の伝染病としてのハンセン病患
者には、この特別法廷が適用されていた。
　最高裁は、ハンセン病患者についての特別法廷での裁判を裁判所法第六十九条第 2項に違
反した（いわば、例外規定に該当しない職権の濫用）と認め、極めて異例となる謝罪を行っ
た。しかし報告書は、憲法第十四条（法の下の平等）、憲法第三十七条（刑事被告人の権利）、
第八十二条（裁判の公開）についての違憲判断は回避する。たとえ謝罪の形をとるものであ
っても、そこでの違憲判断の回避という消極的な姿勢をとる。
　元来、裁判所、特に最高裁は「憲法判断」を行うことはあっても、「違憲判断」には消極
的である 24）。もちろんこの消極性は、特別法廷だけの問題だけに該当するものではなく、係
争中の患者の親族への影響や戦後のハンセン病問題全般に司法の消極性は影響しているよう
に思う。そして、この謝罪もその流れに沿った違憲判断回避かと考られる。
　あるいは、筆者は、ハンセン病患者であった藤本松夫が昭和 28 年 8 月 29 日に熊本地裁出
張裁判で死刑判決を受け、控訴、上告ともに棄却された事件について冤罪の疑いが強く再審
請求中であったものについて、昭和 37 年 9 月 15 日に死刑が執行され司法手続き上で大きな
疑問が残った事件 25）をはじめとする、当時のハンセン病患者を被告人とする各刑事事件の
再審請求を最高裁がおそれたのかとも考えた。
　この報告書はいわば司法手続き面の違法を強調した謝罪である。ただし、報告書の対象と
なった時代（ハンセン病患者にかかわる特別法廷は、昭和 23 年から昭和 52 年に 113 件開か
れている）に、ハンセン病について裁判所側は偏った情報のみ得ている状況とはいえ、裁判
所側として、その時代その時代にハンセン病の感染力などをいかに捉えていたのか、それが、
わが国の医学水準の遅滞を原因とするのか、それとも裁判所・裁判官自体がハンセン病に偏
見を持っていたのか、相当に不明な報告書であるように感じる。
5．昭和 30 年代のハンセン病とは
　熊本地裁第一次訴訟判決は、昭和 35 年段階でのハンセン病（らい）の感染力などに対す
る厚生省の情報収集不足を指摘した。しかし「昭和三十五年らい予防事務担当者打合会会議
資料」26）は、以下のよう患者の動向を示す。
　昭和 34 年「未収容らい患者」は、昭和 33 年末の患者数を全国（筆者註：復帰前の沖
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縄を除く。また、東京都、愛知県、京都府、鳥取県、岡山県の 5 都府県は未報告）で
1047 名、昭和 34 年中の増が総数は 341 名（新発見在宅患者が 291 名、新発見浮浪患者
が 8名、その他が 42名）、昭和 34年中の減が総数 427 名（入所が 303 名、死亡が 60名、
その他が64名）、昭和34年末の患者が988名、昭和34年末の一時救護患者が1名である。
　なお、昭和 34 年度（昭和 34 年 4 月 1 日から昭和 35 年 3 月 31 日）の届出患者は、全
国（筆者註：復帰前の沖縄を除く。また、東京都、愛知県、京都府、鳥取県、岡山県の
5都府県は未報告）253名であり、「伝染性あり
4 4
」が168名、「伝染性疑あり
4 4 4
」が54名、「伝
染性なし
4 4
」が 18 名、「不明」が 13 名である。
　この 253 名の病型別は、「結節型」（筆者註：資料原本には「結核型」と示されている
が、他の二型を「斑紋型」（斑紋癩）・「神経型」（神経癩）と分類しているので、「結節型」
（結節癩）が正しい型名と思われる。ちなみに「類結核型」という似た表現を使用する
分類法もあるが、「類結核型」とは「（斑紋）神経癩」に該当する 27）ので、やはりここ
では「結節型」が正しいものと思われる。）が 153 名、「斑紋型」が 54 名、「神経型」が
44 名、「その他及び不明」が 2名である。
　次に昭和 34 年度末（昭和 35 年 3 月 31 日）の全国（筆者註：復帰前の沖縄を除く。
また、東京都、愛知県、京都府、鳥取県、岡山県の5都府県は未報告）の「未収容
4 4 4
患者」
は、864 人である。「伝染性あり」が 267 名、「伝染性疑あり」が 271 名、「伝染性なし」
が 232 名、「不明」が 67 名（筆者註：原本資料では「伝染性なし」「不明」について滋
賀県の人数が 5名抜けていたので「伝染性なし」が 237 人の可能性もある。）である。
　この 864 名の病型別は、「結節型」（筆者註：前述同様に原本資料には「結核型」とあ
るが、「結節型」が正しいものと思われる。）が 233 名、「斑紋型」が 151 名、「神経型」
が 453 名、「その他及び不明」が 9名である。ちなみに、この 846 名中「療養所入所経
験あり」が 284 名、「療養所入所経験なし」が 554 名（筆者註：原本資料では 544 名と
なっているが集計ミスと思われる）、「不明」が 8名である。
（以上の資料は、和田謙一郎「可治の時代に移行する前後のハンセン病と社会保障に関
する考察」（四天王寺大学紀要平成 28 年度（Ⅰ）第 62 号）の「補足」で紹介したもの
の再掲である。）
　この資料は、たとえば多菌型とされる「結節型」（結節癩）の数字と「伝染性あり」「伝染
性疑あり」の数字が一致しないなど、何を基準に「伝染性あり」「伝染性疑あり」としたの
か不明である。また、病型や集計にも若干の不備のある資料であるので、それこそが当時の
厚生省にハンセン病に対する判断のずさんさを一部に示しているのである。
　これは、当時のハンセン病に対する「医学水準」について、仮に裁判所側が厚生省の考え
方を極端に尊重していたならば、当時の裁判所側そのものがハンセン病について自律して確
認しておらず、疑問も持たずに厚生省の情報を鵜呑みにし特別法廷を認めたという根拠にも
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なろう。このずさんさを念頭に置きつつも、その当時の医学水準は司法による判断ではなく、
やはり、双方に対立はあったとはいえ医学会側と厚生省（当時）側の判断によるものとなる。
　いずれにしても、現在では数多くの文献はハンセン病は「極めて伝染力が弱い・微弱」な
どと示しており、ただし一方では、当時の厚生省が示す資料にある療養所外の患者について
「伝染性あり」「伝染性疑いあり」の割合の大きいという違いがある。
　他方、熊本地裁第一次訴訟判決が示す「ハンセン病と診断されると『伝染させるおそれ』
がないと判断される未治療の患者はいないといわれるほど極めて広義に解釈されており」28）
とは、確かに、先の厚生省の資料にある届出患者については「伝染性なし」の患者は 253 名
中 18 名とごく僅かであるが、「未収容患者」についての「伝染性なし」についての 846 名中
232 名という数字は「『伝染させるおそれ』がないと判断される未治療の患者はいない」と
表現するまでに極端に少ないとも思われない。
　熊本地裁第一次訴訟判決の示す「未治療」という表現に留意しなくてはならないが、検診
などの結果、新規患者と再発・再燃をあわせて慢性感染症が新規発症（再発・再燃も含む）
しているのであれば、当然に患者への治療は必要であり何らかの処置が行われたことになる。
　ちなみに、厚生省の昭和 36 年の内部資料と思われるが、昭和 36 年の都道府県別未収容ら
い患者数などの資料をあわせて「らい療養所軽快退所者等在宅療養指導要綱（案）の概要」
がある。これが、どの程度の具体的運用につながったかは定かでないが、そこには以下のよ
うに示す 29）。
　「最近、らい医学の進歩により、らいは治癒する疾病となり、年々らい療養所より軽
快退所する者の数が増加しつつあるが、これら軽快退所者については、定期的な健康診
断、服薬等学的管理が必要であるので、これら軽快退所者については、次の方法らより、
療養指導を行い、社会復帰の円滑化に資するものとする。……なお、在宅患者のうち、
4 4 4 4 4 4 4  
収容の必要はないが、療養指導の必要な患者
4 4 4 4 4 4 4 4 4  4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
及び収容の必要があり、療養指導を行うこ
とにより、収容促進の効果を期待し得る患者については、同じ方法により、一定期間に
限って、在宅療養指導を行って良いものとする。……（中略）
1　対象の選定　らい療養所よりの軽快退所者及び在宅患者のうち、収容の必要はないが、
4 4 4 4 4 4 4  4 4 4 4 4 4 4 4 4  
療養指導の必要な患者
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
及び収容の必要があり、療養指導を行うことにより、収容促進の
効果を期待し得る患者のうちから、国立らい療養所所属の指定医（以下指定医という）が、
都道府県らい担当官と協議の上選定する。……（中略）……3　療養指導の方法……（中
略）……ロ．投薬　薬剤は DDS（錠剤）を用いるものとし、必要な場合は、その他の
薬剤を投与すること。薬剤は、指定医の処方により、都道府県らい担当官が 1ヶ月分程
度づ
マ
つ
マ
患者に配布すること。副作用の発現等については、指定医が直接患者に十分説明
しておくものとするが、都道府県らい担当官は薬剤配布の際に配慮すること。らい担当
官の行なう指導及び薬剤配布は、できる限り未収容患者の入所勧奨・検診等の機会等を
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利用して行うこと。ハ．投薬の期間　軽快退所者については、指定医が必要と認めた期
間投薬するものとするが、未収容患者については、当分の間、原則として 3ヶ月を超え
ないものとする。……（中略）……5　経費　イ．薬剤は、国立らい療養所より無償提
供するものとする。　ロ．旅費検査費等については、都道府県及び国立らい療養所が負
担する。」（傍点筆者）
　ちなみに、「都道府県別未収容らい患者数」からみる全国の患者は、昭和 35 年末患者で
942 名である。また、昭和 36 年中増
4
は総数 283 名（在宅患者 229 名、浮浪患者 4 名、その
他 50 名）、昭和 36 年中減
4
は総数 303 名（入所 221 名、死亡 28 名、その他 54 名）である。
その結果、昭和 36 年末患者が 922 名である 30）。
　入所した 221 名以外の者の内訳として「在宅患者のうち、収容を必要としなかった患者」
と「収容が必要であった患者」それぞれの具体的な数字がここで示されていないことは残念
である。しかし、9ヶ月のズレは生じるが（その結果、未収容患者は 35 年 3 月 31 日の段階
での 846 名と、35 年末の 942 名と 96
44
名の差がある）、先の資料の昭和 35 年 3 月 31 日現在
で「伝染性なし」とされた 232 名の在宅患者などは、療養所外での療養指導や投薬治療を受
けていたことになる。
　なお、96 名の差については、昭和 35 年に療養所入所者の軽快退所者がピークとなり、こ
の大部分の者が経過的に在宅患者などとして療養指導や投薬治療の対象とされた可能性もある。
　他方、療養所入所を必要とした患者に対する無償の投薬の期間について 3ヶ月を原則とし
ていたことは、療養所入所を強制していた一方で、感染力は決して強力なものではなく家族
内感染も少なく「在宅隔離」でも治療が可能であったことも裏付ける。
　いずれにしても、この時期、軽快退所者以外の療養所入所を必要としない在宅患者
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
への国
庫負担による療養指導や投薬指導を行うことを、厚生省は考えていた様子である 31）。なお、
その当時の厚生省は、医療全般について一般会計からの支出減を図りたい当時の大蔵省から
支援される形にもなっていたことを考えると、在宅療養の方が、厚生省、大蔵省の負担が減
ることになる。
　プロミン治療の効果と在宅療養の関係は、当時のハンセン病療養所での医療関係者や療養
所入所者自治会などの見解ともにズレを生じさせてしまい、それら関係の整理が難解になる。
似た時期に療養所医療関係者や入所者自治会などの示す資料と、在宅での療養に対する方向
性について、プロミン治療の有効性や後遺障害などの捉え方に相違が生じるのである。
　たとえば、昭和 39 年 11 月に長島愛生園内での「療養生活研究委員会長島支部」により大
規模な調査 32）が行われ、翌年の 6月 28 日回収の調査 33）では（配布枚数 1440 枚、回収 1130
枚、回収率 76.47％、白紙を除く回答枚数 1042 枚、回答率 72.36％）、まず「軽症者の扱い」
を受けた者は 306 人である 34）。このうち後遺症はないと回答した者はわずか 12 人である。
一方で、ハンセン病の症状については「だんだん良くなっている」との回答は 103 人、「現
－ 67 －
在は落ち着いている」が 365 人で、現状維持や「だんだん悪くなっている」などが過半数を
超えている。「だんだん悪くなっている」との回答だけでも 321 人いる 35）。様々な原因が考
えられるが、調査者は「プロミン出現以後は、本病は良くなっていると思っていただけに意
外であつた」と述べる 36）。
　もちろん一般の社会ではハンセン病に対する差別や偏見も存在したが、厚生省、医師ら療
養所医療関係者、入所者自治会の考え方 37）の相違や戸惑いも、多剤併用療法確立前のジレ
ンマのある当時のわが国における、ハンセン病に対する医学水準の捉え方を示すことになっ
たものと考える。
　他方、「治療可能な時代」のハンセン病に対して先の昭和 35 年に厚生省の示す「伝染性あ
り」「伝染性疑あり」とは、単に排菌状態を示したかったのか、当時からのプロミンを中心
とする治療の効果の限界が疑われたことや耐性菌が出現したことを懸念していたのか、ある
いはこの時期に軽快退所・社会復帰がピークになっていた一方で再発・再燃が目立ち始めた
ことに対して、当時の厚生省が必要以上に感染拡大を警戒しすぎてハンセン病に対する医学
水準を誤って解釈していたのか、理解が難解なものになる。
　また、在宅療養指導などを考えつつも、昭和 35 年の段階になっても「伝染性あり」「伝染
性疑あり」などの強硬な表現を、当時の担当者らがどのような基準と意識の下で使用してい
たのか、さらなる検討が必要になる。
　何よりも、「らい」が「ハンセン（氏）病」に変わり、この時代の一般の人々の意識が「悪
い血筋」などの迷信から「感染力の微弱な治療可能な感染症」に適切に切り替わっていたか
ということにも注視しなくてはならない。この点を、伝統的に家長主義的な厚生省がいかに
捉えていたかである。当時の医学水準に加えて、水面下での苦肉な政策的な問題を含んでい
たのかもしれない。
6．昭和 30 年代から 50 年代の行政裁量論と立法裁量論
　社会保障裁判で度々使用されてきた用語に「行政裁量」と「立法裁量」がある。これらに
は共通して、司法の消極的な姿勢を示す要素がある。行政側の専門的な判断（裁量）につい
ては、その裁量権の限界を踰越し、または裁量権の濫用がない限りその判断を尊重するとさ
れ 38）、また、立法裁量については行政裁量より広範に捉えられその裁量の範囲内に属する
限り立法政策にとどまるというものである 39）。
　朝日訴訟（最高裁で行政による専門技術的裁量を展開）や堀木訴訟（最高裁で立法裁量を
展開）などの社会保障争訟事例を概観する限り、行政側の専門的な裁量権を持つ者とは一体
誰なのかも判断し難いし、あまりにも広範な裁量を認めることにも違和感がある。他方、本
来的に専門的な判断や立法政策については、現行憲法下での三権分立の下で司法権にも限界
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がある以上、司法としては必要以上の判断ができなくなる。
　以上の是非はともかく、まず、昭和 30 年代のハンセン病に対する行政側の判断や立法側
のらい予防法の改廃については、それら社会保障争訟事例と決定的な違いがあることから整
理しつつも、共通点を見出すことが可能になる。すなわち、生存権訴訟として代表的な朝日
訴訟・堀木訴訟などは、生存権（憲法二十五条）を争い、また平等権（憲法十四条）を争っ
た訴訟であり、ともに、その当時に「給付」処分に対して不服申立て・取消訴訟から始まる
行政争訟を展開したものである。これらに対して、その当時に療養所に入所していたハンセ
ン病患者などは、一部には任意入所もあった様子があるが、らい予防法により患者の自由を
奪われるなど「侵害」の対象となりつつも、同時に社会保障法制の片隅で「給付」の対象に
なるなど、その「給付」が歪な生活保障であったという違いがある。何らかの根拠により当
時の厚生省は、隔離が必要ではないハンセン病を隔離の必要な伝染病として扱い続けてきた
傾向がある。
　もちろん、当時の療養所での生活保障に対する不満も大きかったと思うが、ハンセン病問
題にかかわる訴訟は、その当時の隔離の処分取消を争うものではなく、当時の厚生省のハン
セン病に対する誤った知見と、それにより、らい予防法の廃止をしなかったという立法不作
為の国家賠償法上の違法性を訴え、長年の隔離などに対する損害賠償を請求したものである。
平成 13 年熊本地裁判決では、被告側の排斥期間の主張を採用せず（ただし、昭和 34 年以前
の損害は共通損害としていない）、昭和 35 年からの原告の損害を認めるものになる。要は、
違法な「侵害」のひとつの原因が、いわば昭和 35 年当時のわが国の医学水準（厚生大臣が
知り得るもの）にあったことになる。
　「給付」処分にかかわる処分取消を求めることから始まる朝日訴訟（東京地判昭和三五年
一〇月一九日、行裁集一一巻一〇号二九二一頁、東京高判昭和三八年一一月四日、行裁集一
四巻一一号一九六三頁、最大判昭和四二年五月二四日、民集二一巻第五号一〇四三頁）や堀
木訴訟（神戸地判昭和四九年九月二〇日、行裁例集二三巻八・九号七一一頁、大阪高判昭和
五〇年一一月九日、行裁例集二六巻一〇・一一号一二六八頁、最大判昭和五七年七月七日、
民集三六巻七号一二三五頁）と似た時期のハンセン病問題の継続について、訴訟では「侵害」
の違法性を求めたという違いはあるが、熊本地裁第一次訴訟判決は、朝日訴訟や堀木訴訟な
ど当時の司法の行政裁量や立法裁量に対する捉え方とは、若干の違いがある判決となった。
　他方、同時期についての共通点を考えると、熊本地裁第一次訴訟判決では、被告である国
の主張ついて、「新法廃止とともに、それまでの入所者の処遇の水準を維持することを保障
する法律を制定することは、社会福祉立法をすることになるが、社会福祉立法は、その時々
の財政状況、社会状況、他の疾病に対する施策との均衡等の様々な事項を総合的に考慮しな
ければならない問題であって、高度の立法裁量の問題と不可分であることを指摘する。確か
に、新法の隔離規定を改廃した場合には、新法全体が見直される可能性も高いであろうし、
その場合に入所者にいかなる処遇を与えるかの問題も生じるであろうが、これは、新法が廃
－ 69 －
止された時に考慮すべき別の立法政策上ないし立法技術上の問題」と退けた。また、「新法
の隔離規定のみを削除することによって、福祉的規定が残ることになったとしても、それは
あくまでも反射的な結果に過ぎず、新たな社会福祉立法を行うのと同視するのは明らかに論
理の飛躍である。……違憲・違法な人権侵害があっても、それが福祉的措置となったり、そ
の人権侵害に対する福祉的措置が採られれば、右人権侵害が許容されるものとなるものでは
ないことは当然である」40）とした。
　つまり、当時のらい予防法の廃止は当然として、新たな福祉立法の必要性を暗に示し、
ただし、福祉立法そのものを立法裁量と示しているように読みとることができる。
　この点は、熊本地裁第一次訴訟判決も昭和 30 年代と 40 年代以降の問題を完全には同一視
していないが、いずれにしても、多剤併用療法などにより「根治」となった段階からはらい
予防法の改廃は必要であったことは当然である。もっとも、熊本地裁第一次訴訟判決につい
ては、昭和 35 年からのハンセン病については一般の社会における治療が可能でありその感
染力の微弱さと在宅治療・療養が可能であったことを重視するのか、他方、昭和 30 年代に
ついては、社会復帰者の再発・再燃が目立ったことや、たとえ耐性菌の存在は認められてい
ても伝染性の有無の基準が曖昧であり、社会保障施策としての「受け皿」が乏しかったこと
を重視するのかという衝突が生じる。この点は、この判決が「遅くとも昭和三五年には、新
法の隔離規定は、その合理性を支える根拠をまったく欠く状態に至っており、その違法性は
明白」と示したことと、「遅くても昭和四〇年以降に新法の隔離規定を改廃しなかった国会
議員の立法の不作為につき、国家賠償法上の違法性を認めるのが相当」とタイムラグを生じ
させており、一般の社会の「受け皿」（受け皿の整備は行政・立法裁量の対象と考えられる）
の整備よりも、明らかに療養所入所者らの「自由権」的側面を前面に出したことになってい
る。
　昭和 30 年代の事項として不明な事項は、国民の栄養状態をみても動物性食品や油脂類の
摂取量が顕著に増加したことや、時代全体の流れとしては新発生患者が減少していても、新
発生患者が 1955‒1960 年の間と 1965‒1970 年の間に一時増加に転じる時期がある 41）。これ
は多剤併用療法開始前のことであるので、らい菌がプロミン治療などに対する耐性などの変
異が生じていたことが考えられるが、一方、国民の栄養状態の向上によりハンセン病を発症
させない抵抗力をもち、いわば、らい菌の変異の評価が相殺され、厚生省は耐性菌に対する
捉え方にも戸惑い慎重になりすぎた傾向があったように思う。
　なお、らい予防法は平成 8年に廃止されているので、熊本地裁第一次訴訟提訴は制度を改
革させる目的のため訴訟ではなく、この点も他の訴訟大きく異なる。しかし、この判決内容
では、回復者である退所者の社会復帰後の「受け皿」が乏しいなど社会保障施策の未熟さは
あくまでも別問題とされ、社会保障施策については立法裁量を認める傾向にある。
　ならば差別・偏見はもとより、熊本地裁は特異な重度障害のある高齢の療養所入所者を、
その時代の反射的利益しか望めない社会保障施策のなかでどのように位置づけていたのか司
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法判断にも興味があるが、その点は司法としては、当時の社会保障施策の判断までは不要
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と
消極的姿勢を示したのであろう。
　ハンセン病国家賠償訴訟は社会保障争訟とは異なり、熊本地裁第一次訴訟判決は、療養所
入所者に対する「侵害」の違法性を認めつつも、らい予防法（消極的な福祉施策として）や
他の福祉施策による「給付」は相当に反射的と捉えるという、本来的な社会保障争訟事例と
は異なる特徴をもった。
　元来、司法は憲法判断に立ち入るか否かのレベルで消極的であり（仮に立ち入れば、合憲
であれ違憲であれ積極的）、一方、違憲判断には消極的な姿勢を示す傾向もあり（比較的、
合憲判断には積極的）、また立法の裁量を広範に認め違憲判断に消極的な姿勢を示す論法も
展開してきた。いずれにしても憲法判断を避ける傾向があり 42）、人権の性質により司法の
対応も異なるものと思われるが、熊本地裁第一次訴訟判決は療養所入所者らへの「侵害」を
重視し、らい予防法がたとえ患者の自由を「侵害」したことについて憲法にも触れ国家賠償
法で解決する形をとる。
　もちろん、ハンセン病の問題についてはある時期（熊本地裁第一次訴訟判決では、少なく
ても昭和 40 年代以降はらい予防法の廃止を必要とした）からは、あってはならない「侵害」
の問題が生じていた。この点、最高裁が裁量論を展開してきた当時の司法の立場からすると、
まさに当時の司法とはハンセン病について「無知」であり、むしろ厚生省の専門的な判断（裁
量）を尊重するしかなかった時期の問題になる。
　また、熊本地裁第一次訴訟判決は隔離規定を削除したらい予防法による「福祉的措置」に
ついて、朝日訴訟最高裁大法廷判決では上告人の死亡と同時に訴訟は終了したとしつつも「念
のため」と憲法判断を示す見解（ちなみに、専門技術的裁量の展開により憲法判断を行った
が、朝日訴訟最高裁判決では、なぜ「念のため」にと憲法判断を示すことの根拠は示されて
いない）43）のなかで示された「反射的」という表現を用いながらも、「らい予防法による福
祉的措置≒昭和 35 年以降の措置による福祉・ないしは新たな福祉立法」と捉えていない。
この点は、当時の療養所入所者間でも社会復帰の不安の程度について意見が分かれた箇所で
あると考えられる。
　一方、療養所退所者などに対して一般の社会では思うような社会保障給付も望めないこと
も予定した（実際に、似た時期に朝日訴訟や堀木訴訟などで争われた）ことは、不本意にも
らい予防法を存続させたことについて、熊本地裁第一次訴訟判決が立法裁量を踰越したもの
と判断し、他方、当時の社会保障施策については、皮肉にも昭和 30 年代から 50 年代中心の
司法の消極的な姿勢（立法裁量）を示す社会保障争訟事例をまったく別件と捉えるか、ある
いは、間接的に肯定しているものにもなっていると考える。
　換言するならば、患者であった本人や家族らの訴訟に加えて、先のハンセン病患者に対す
る特別法廷適用の問題についても、社会保障争訟に対する昭和 30 年代から司法が展開して
きた消極的姿勢を考れば、少なくても多剤併用療法開始前
4
では、当時の厚生省がハンセン病
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の感染力などに対する専門的な判断に誤りがあったとしても、それら判断を参考にした司法
は誤りに気がつくレベルではないことになる。裁判所側は、その誤りを理解できないまま厚
生省の判断を尊重し、結果としては連鎖してハンセン病患者に特別法廷を適用するなど司法
手続きで誤りを生じさせたことになる。
　裁判所側が行政判断を尊重した結果ならば、司法手続きの誤りの原因はあくまでも厚生省
の判断の誤りによるものになる。それとも、自律しているはずの司法に起因する裁判所側の
司法手続きの誤りと考えたら良いのであろうか。
　その当時、らい法制は行政・立法により片隅に追いやられていたものとはいえ社会保障施
策の一環であった以上、同時期の裁量面については、過去の社会保障争訟事例と比較しなが
らの検討も必要となる。それが、たとえ特別法廷にかかわるものに変化しても、同時期の司
法が当時のハンセン病について全く「無知」であったのか、それとも裁判官自身がハンセン
病に対して大きな「偏見」をもち司法権の範囲内で自律して的確な手続きをとろうとしなか
ったのか、司法手続き面のみの違法性を強調せず、最高裁として当時の裁判所の姿勢を明確
にすることが必要だったのではなかろうか。
7．戦後のらい法制の解釈と現状
　ハンセン病（らい）は、らい菌発見前
4
からのものは、国内外を問わずハンセン病特有の苛
酷な末期症状なども影響し宗教による「烙印（スティグマ）」から始まり、あわせて宗教的
な意味合いの強い「救済」が開始された。これは「不治の時代」のことである。なお、この
時代のハンセン病は、国内外を問わず、ハンセン病が「遺伝病」と考えらていた時期のこと
であった。ハンセン病の原因であるらい菌の発見後
4
、ハンセン病が「慢性伝染病」と確認さ
れて、誤った「遺伝病」との考え方はある程度は払拭された。この頃、らい菌の感染力
4 4 4
に対
する見解の相違はあっても、ハンセン病そのものについては「不治の時代」のことである。
　アメリカでハンセン病に対する特効薬であるプロミンが発見され、それによる治療が開始
され、戦後のわが国でもハンセン病に対するプロミンによる治療が開始され、その効果が確
認されても、わが国は、なぜかハンセン病をなおも強力な伝染病と扱い続けた
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。この昭和
20 年代に、ハンセン病は「不治の時代」と「治療可能な時代」をまたぐ
4 4 4
。
　ハンセン病が「治療可能な時代」になり、一時期は軽快退所基準に沿う療養所退所者が増
加する。この時期には、「自己・事故」44）退所者も増加した。ただし、医師らはハンセン病
の再発・再燃や耐性菌の存在を懸念する。なお、この昭和 30 年代は、「治療可能な時代」か
ら「ジレンマの時代」に変遷し、療養所入所者の生活や治らい効果は、わが国の社会保障法
制の核にある「国民皆年金・国民皆保険」などをまたぐ
4 4 4
。
　わが国は、ハンセン病についての一般の社会における差別・偏見（遺伝病→強力な伝染病
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として扱ったことによる差別・偏見）を思うように払拭できないまま、後遺障害の重い療養
所入所者の高齢化がすすむ。この時期、ハンセン病に対する多剤併用療法などがすすみ、ハ
ンセン病そのものについては「ジレンマの時代」を終え「根治の時代」を迎える時期をまた
4 4
ぐ
4
。そして、療養所は事実上、特異な障害のある高齢者の施設となった。
　見方を変えると、戦後の「らい法制」は、旧憲法から現行憲法への移行時には変化がない。
ただし、現行憲法が施行された直後にハンセン病に対してプロミン治療が開始された。現行
憲法下の各社会保障法制は、戦前から継続し続けているものを除きまずは供給体制の再構築
が始まり、戦後処理を経て新しい普遍的な給付へと変遷していく。なお、「癩豫防法」から「ら
い予防法」（昭和 28 年）への移行の少し前に、療養所入所者ら患者は、ハンセン病そのもの
について「不治の時代」と「治療可能な時代」をまたぐ
4 4 4
。
　そして、たとえハンセン病が「治療可能」となっても、療養所入所者らにとってみれば、
治療や生活が「不安定な時代（ジレンマの時代）」」が、昭和 30 年代の高度経済成長政策の
導入、産業社会、地域社会、家族社会の変貌と現代社会保障法制を展開しはじめた時期 45）
に重なり、それらにハンセン病施策が的確に追いつかなかった。
　本稿では、これらが「治療可能」というハンセン病そのものの医学的な問題と、一般の社
会での生活の問題の間にタイムラグを生じさせ、戦後のらい法制、特に「らい予防法」の立
法や解釈、適用、運用、そして結局は法改廃を行わないという「不作為」の連鎖に若干影響
を与えたように考えている。
　また、行政はハンセン病あえて他の慢性感染症などに対する施策とそれほど比較せず、ら
い法制は、社会保障法制の片隅で「独自の途」を歩んだ。すなわち、らい法制は「侵害行政」
と「給付行政」の影響を受けつつ他動的
4 4 4
に、時には家長的とはいえ療養所入所者の生活のた
めに自律的
4 4 4
にいわば「独り歩き」したと考えると（ただし、これが意図的なものによるもの
か、それとも結果論であるかはさらなる検討が必要である）、わが国が「ジレンマの時代」
にらい法制を適切に改廃しなかったその解釈は、加賀田一のいう「隔離
4 4
の療養所生活→補償
4 4
的要素
4 4 4
を持つ療養所生活」46）の財源確保という考え方も一部では成り立つのである。もち
ろん、これらの点は療養所入所者といえども世代間により、また入所者と退所者間で捉え方
に相違が生じることらなる。
　一方、大部分の識者らがらい法制を批判的に捉えるひとつの要因として、以下のことが考
えられる。戦後の現行憲法の下では、たとえ、らい法制を社会保障法制の枠内で考えても、
まず保護法
4 4 4
である生活保護法が、伝統的な考えをもつ（旧）生活保護法から現行憲法を根拠
に伝統色を払拭した（新）生活保護法に移行し新しい展開を迎えた。しかし一方で、保護法
4 4 4
的な要素をもつ
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らい法制は、「癩豫防法」が「らい予防法」に変遷しても、「侵害的」観点か
らも、あるいは「保護的」観点からも依然として伝統的な考え方を持ち続けていたことにあ
ると考えられる。
　これらには、旧内務省の影響を受けた旧厚生省からの伝統的なわが国の医療供給システム
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も影響を与えている。もちろん、（新）らい予防法制定時には三園長証言 47）などの影響もあ
った。しかしそれ以降も、たとえその時代の医学水準によりらい法制が変化を求められる時
期が訪れても、行政側は、らい法制は解釈と運用を変えるだけであり、法制そのものに客観
的な変化を与えようとしなかった。
　この点は、行政・立法側が長年、らい法制になぜ客観的な変化を与えなかったのか
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、なぜ、
らい法制の解釈や運用を変える手法をとり続けたのかは、推測しかできない要素が多い。ま
た、らい法制について、熊本地裁第一次訴訟判決でも立法の「不作為」そのものは認めたが、
長年、行政・立法の不作為が継続した根底にある理由までを完全に解明したとは思われない。
その解明が課題である。
　他方、現代の社会保障法制のなかでは、長年継続した「精神障害」への対応と「結核」へ
の対応（結核予防法を廃止するまで）、それらにも増して特異な「らい法制」（らい予防法を
廃止するまで）への対応とは、当該法制が社会保障法制の片隅に追いやられたなかで、対象
者に対する「侵害」と「給付」の比重は、時代背景に応じて、解釈や運用により目立たない
形で徐々に「給付」の比重が大きくなるものに変化していくという共通点があったように思う。
　また、根底に伝統的な考えが存在してきたらい法制は、「不治の時代」からの療養所入所
者と「治療可能な時代」前後からの発症者では早期発見による適切な治療の開始により後遺
障害の程度が異なり、いわばどの時代に発症し
4 4 4 4 4 4 4 4
、また、どの程度の後遺障害があるか
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によっ
ても、当事者間でらい法制の捉え方そのものに大きな相違が生じている。加えて、療養所入
所を継続した者でも、その者の信条によっては、戦後はそれまでの伝統的な考え方を否定的
に捉える入所者がいる。あるいは、後遺障害が重いという理由のみでらい法制による生活保
障を確保することを「是」としない入所者もいる。
　以上については、熊本地裁第一次訴訟提訴前後
4 4
も、療養所入所者であった者らの考え方の
相違も顕著になり、また、入所者と退所者の間でも、原告となった者
4 4 4 4 4 4 4
とならなかった者
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の間
でも、長年のらい法制とその下での生活観に相違が生じた。
　あるいは、ハンセン病問題に対するマスコミ関係者（であった者）の捉え方も異なった。
療養所入所者の生活歴を考える場合、原告となった者の主張は紹介されるが、原告や被告・
証人とならなかった者の主張は、それほどは紹介されていない。立場上も、また患者であっ
たことを伏せることからも当然である。この点、マスコミ出身の末利光は毎日新聞の記事を
紹介しつつ、以下のように述べる 48）。
　「『らい予防法』（九六年廃止）がすべて悪いわけではない」という声すら聞いた。入
所者は食事や治療費などをすべて税金で賄われている。偏見や差別は同法制定以前から
存在していたし、療養所がなかったら、行き倒れになっていたかもしれないと、国への
「恩義」を語る元患者もいる。
　そして、この記事は「偏見や差別の解消、つまりは人間としての尊厳の回復が、元患
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者共通の願いであり、私たちの責任だ。表に出てこない元患者の言葉は重い
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（傍点筆者）」
 （2002 年 6 月 20 日付『毎日新聞』記者の目より）。
　もちろん、ハンセン病患者であった者という少数に対して、「表に出てこない者」をさら
なる少数とする必要はない。
　筆者の立場からするならば、患者であった者がらい法制による施策を国への「恩義」とい
う表現を捉えると、現行憲法下での権利意識というよりも伝統的な法制による救済となり、
たとえそこに給付面が存在したとしても、らい法制を現行社会保障法制の枠内に捉え思うよ
うに検討することができないものになってしまう。
　その「恩義」とは、特にハンセン病が「不治の時代」を経験した者の言葉と推察する。
　ちなみに、以上のことは、先の加賀田のらい法制の積極的な解釈による「補償的要素」と
も性質が異なる内容になる。
　現段階で療養所入所者であった者の考えを大きく区分けすると、第一に、療養所入所者ら
にも、まず、らい法制による処遇を「違法な侵害」により国家賠償を求め裁判闘争に訴える
ことに重きを置いた者（原告になった者）、第二に、裁判闘争はともかくらい法制を社会保
障法制の片隅のものとしても解釈により補償的要素と生活保障を考えた者（原告になったか
否かは定かでない）、そして、第三に、療養所での生活を伝統的な救済と考えた者（主に原
告にならなかった者と考える）が混在していたことになる。
　なお、わが国のこれまでの生存権訴訟と、ハンセン病国家賠償訴訟との相違は、生存権訴
訟の場合は、争いの対象となる社会保障法制が存在しその「基準」の下での「給付」を争い、
結果としては基準改定や法改正など一部でも法形成機能 49）を持つに至ったことに対して、
後者は、らい予防法廃止後
4 4 4
の提訴でありらい予防法の廃止を求めるものではない。このこと
は、社会保障法制の枠内での争いと捉えると大きく特徴が異なることを示している。
　他方、賠償的な要素からみると、戦傷病者戦没者遺族等援護法に一般の民間被災者を対象
とするための援護法不提出について立法の不作為を争った訴訟 50）、公害訴訟 51）、薬害訴
訟 52）などの場合には、場所が異なっても集団訴訟となるものは被害者である当事者の考え
方が異なるものではない（ただし、当時者でも状態によっては補償対象にならない者もいる）。
しかし、ハンセン病国家賠償訴訟は、熊本地裁第一次訴訟提訴の場合は原告となった者と原
告とならなかった者のらい法制の捉え方に相違がある。もちろん、原告にならなかった者に
ついてはハンセン病患者であったことを隠すことにより不本意な影響もあったものとも考え
られるが、それらの者の本意・不本意を問わず自己決定による不参加もあったものと考える。
　また、裁判闘争で真実を解明することは当然であるが、ハンセン病国家賠償訴訟と他の生
存権争訟や国家賠償訴訟との相違は、患者であった者・療養所入所者のらい法制の捉え方に
相違があることに加え、「治療可能な時代」以降のわが国の医学水準の捉え方が異なること
である。医学水準からみると、ハンセン病行政に対する熊本地裁第一次訴訟判決の行政裁量
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と立法裁量の否定は、裁量の専門性などの観点からは難解な部分がある。つまり、これら裁
量が違法であると示した熊本地裁第一次訴訟判決は、積極的な判決である点は高く評価され
る。しかし、それは「不作為」そのもの
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を裁量とすることに対しての違法であり、裁判所側
は説明を加えつつも、いざ昭和 30 年代のハンセン病に対する医学水準の捉え方となると少
し不明確な部分がある。また、療養所退所者の「受け皿」となる当時の社会福祉給付の不備
については裁量を別物と判断すると、裁量にかかわる専門性の捉え方は他の社会保障争訟と
異なる内容となっている。
　なお、昭和 61 年に先の加賀田は「誰でも発病したときは、一般病院での治療を受けたい
と希望している、和泉先生の京大皮膚科特研でも、一昨年まで特別病棟のなかで隔離状態で
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治療
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が行われております。（傍点筆者）」53）と、「根治の時代」のハンセン病治療については、
昭和 59 年の段階で、ハンセン病治療について在宅医療を肯定し続けたはずの京都大学医学
部関連機関でも、ハンセン病を隔離状態で治療を行っていたことを示す。
　この点は、京大皮膚科特研は、外来のハンセン病患者に対する他の外来患者が差別・偏見
をもつことを防ごうとしたのか、それとも、昭和 30 年代以降の再発・再燃や耐性菌の存在
に相当に慎重になっていたのかなど、原因は定かではない。
　結局、わが国は、ハンセン病について「ほとんど感染しない・発症しない（ただし栄養状
態などは影響した様子がある）」ということと、「不治→治療可能→根治（ハンセン病に対す
る薬剤の発達による）」、そして、「再発・再燃と耐性菌」の存在については、情報の発信と
その情報の正確な普及に混乱していた状態が継続していたのである。その時代その時代の医
学水準の捉え方について、仮に京大皮膚科特研の対応をそのまま客観的に信用するならば、
この時代でさえもハンセン病は「特別病棟のなかで隔離状態で治療」が必要なものであった
ことになってしまうのである。
　他方、他の社会保障争訟事例では、たとえば堀木訴訟第一審判決のように原告が勝訴した
例が存在するが 54）、その当時としての判断に対する原告勝訴と最高裁（裁量論の展開）で
の敗訴という結果と、ハンセン病問題についての熊本地裁第一次訴訟判決は、被告である国
側の控訴断念（若干の政治的決着色がある）という違いがある。らい法制による患者らの長
期の被害に対して、国側は他の社会保障争訟と異なり控訴して争う手法をとらず、第一審判
決で裁量の違法性が確定した原告の利益を重視する
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人権重視の数少ない前例となった。
　なお、熊本地裁第一次訴訟判決では、たとえ原告とならなかった者も後に補償の代わりと
なる金銭給付の対象とした点は、一部に広義には社会保障法制の枠に入る給付についての法
形成機能を持つことになり、朝日訴訟（保護基準の上昇）や堀木訴訟（当時、障害福祉年金
と児童扶養手当の併給か可能となる法改正）との共通点もあり、これらは、ハンセン病訴訟
の大きな効果を示したといえる。
　療養所入所者らは、らい法制の法的表現はともかく、現実には強制入所の継続ではなく、
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要因は様々であろうが、いつから
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自身の意思で、らい法制下の療養所を生活のために必要と
して利用し始めたのか。もちろん、患者らが療養所に残る決断も大きいが、社会復帰者をす
る「勇気」も大きい。しかし、療養所は後遺障害の重い者にとってみれば、やむを得ないら
い法制の利用は、程度の差はあれ生活の安定につながったとも考えられる。
　また、らい法制の改廃は大切な第一歩であっても、それだけでは「療養所→一般の社会」
へのシフトが思うように進まないという大きな問題が存在していた。療養所入所者の将来像
がみえないまま、行政側と、たとえ不本意でも療養所生活の継続を望む者との議論がかみ合
わず、これが唯一正しいと言い切れない「壁」が存在し、その「壁」をある段階から光田ら
医療関係者が若干は気がつき始め、光田らの伝統的な考えが、いわば消去法により相当の入
所者らの消極的な選択に影響したのかもしれない。
　熊本地裁第一次訴訟判決は、法的にすっきりと人権判断を示し未来への警鐘を鳴らした。
しかし一方で、様々な要因がらい法制の改廃を大幅に遅らせ、らい法制は「独自の途」を歩
むどころか、結果として「迷走・放浪」し続けた原因の根幹は、まだ明確になっているとは
いえないのではなかろうか。
　本稿校正中の平成 28 年 11 月 19 日に金泰九氏（長島愛生園入所者）がお亡くなりになった。90 歳であ
った。訃報を知った筆者は、ご葬儀当日の早朝に長島を訪れ金氏とお別れをした。金氏には、長年、筆者
のみならず筆者の担当するゼミ学生も大変お世話になった。在日外国人とであることに加え、ハンセン病
患者（回復者）としての二重の差別に対する苦悩は筆者の想像を超えるものがある。それでも、長島愛生
園ではゼミ学生には気さくに接しておられた。ある年の訪問時、女子学生が「私達や私達の親、祖父母が
憎くありませんか。なぜ、そのように私達に穏やかなのですか。たった 1泊 2日（の訪問）でも、私達は、
本当の思いを知りたいのです。」と金氏に対して口調を厳しくしたことがある。金氏は穏やかに座り直し、
本音、悔しさをゆっくりと語りはじめた。女子学生達は目に涙をためて必死にお話しを伺っていた。その
時の女子学生達は、現在、大学病院の医療ソーシャルワーカーや看護師として活躍し、あるいは、母とな
り子育てに奮闘している者もいる。彼女達は、この日の夜の金氏のお話しと凛としたお姿を絶対に忘れた
りはしない。
　金泰九氏に長年のお礼を申し上げるとともに、心よりご冥福をお祈り申し上げる。
　本稿は、JSPS 科研費 15K03164 の助成を受けた研究成果の一部である。記して感謝する。
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49） 現行憲法の「三権分立」を厳格に解釈するならば、裁判所の判決は当該裁判にしか効力を及ばさない
はずであるが、それら訴訟が最終的に提訴（原告）側と敗訴の形に終わっても、「朝日訴訟」や「堀木
訴訟」を代表するように保護基準の変更（行政裁量）や法改正（立法裁量）に影響を与えることを、本
稿ではひろく法形成機能と捉える。直接・間接を問わず裁判の法形成機能については様々な論考がある
が、たとえば、大須賀明「尊属殺重罰と法の下の平等」樋口陽一編『別冊法学教室　憲法の基本判例』
pp.48‒52（有斐閣 1985）。あるいは、戸松秀典『司法審査制』pp.233‒236、pp.265‒266（有斐閣 1989）
などを参考のこと。
50） 最小判昭和六二年六月二六日、判時一二六二号一〇〇頁、判タ六五八号八五頁など。戦争被害に対す
る訴訟は各地で提訴された。
51） たとえば「水俣病認定不作為違法確認訴訟」など。熊本地判昭和五一年一二月一五日、判時第八三五
号三頁など。公害被害に対する訴訟は各地で提訴された。
52） たとえば「スモン訴訟」など。東京地判昭和五三年八月三日、判時八九九号四八頁、判タ三六五号九
九頁など。薬害訴訟は各地で提訴された。
53） 加賀田一「和泉先生のご指摘について」『全患協ニュース第 688 号 1986（昭和 61）年 6月 15 日』。
54） 神戸地判昭和四九年九月二〇日、行採例集二三巻八・九号七一一頁など。

